

























主査 早稲田大学教授 博士（法学）（早稲田大学） 大場 浩之 
早稲田大学教授               秋山 靖浩 
早稲田大学教授               青木 則幸 




 早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程を研究指導終了により 2019 年 3 月
に退学した李采雨氏（帝京大学助教）は、早稲田大学学位規則第 7 条第 1 項に
基づき、2019 年 10 月 24 日、その論文「日本と韓国における不動産物権変動に
関する研究」を早稲田大学大学院法学研究科長に提出し、博士（法学）（早稲田
大学）の学位を申請した。後記の委員は、上記研究科の委嘱を受け、この論文









































































































































































































































2020 年 2 月 1 日 
 
審査員                  
主査 早稲田大学教授 大場 浩之（民法） 
 
副査 早稲田大学教授  秋山 靖浩（民法） 
 
早稲田大学教授  青木 則幸（民法） 
 














5 頁 1 行 論文 本章 
9 頁（注 2）2 行 。さらに、このような 。このような 
11 頁 20 行 本章は、 そこで、 
14 頁 21 行 おわりにで最後のまとめ おわりにでまとめ 
17 頁（注 6）8 行 船橋 舟橋 
17 頁（注 6）9 行 船橋 舟橋 
18 頁 8 行 本論文 本章 
18 頁 9 行 。論文の構成として 。構成として 
20 頁 4 行 過度 過渡 
27 頁 3 行 ある なる 
27 頁 3 行 すなわち、「① すなわち、① 
27 頁（注 36）1 行 6 頁、 6 頁。 
28 頁 4 行 した」こと したこと 
28 頁 10 行 登記として不動産 登記を不動産 
31 頁（注 50）1 行 49 38 
33 頁 5 行 しまう……」すなわち しまう……」。すなわち 
34 頁 5 行 票決 採決 
38 頁（注 71）21 行 訳は、大場 訳は、マンフレート・ヴ
ォルフ＝マリーナ・ヴェ
レンホーファー著・大場 
39 頁 2 行 要式 方式 
45 頁 12 行 ことを本章の目的 ことを目的 
46 頁 6 行 限定考察 限定して考察 
51 頁 8 行 続いでの 続いての 
 10 
56 頁（注 36）3 行 同様例えば 同様。例えば 
58 頁 10 行  （冒頭を 1 文字空ける） 
59 頁 26 行 開発した 開発された 
61 頁（注 46）1 行 1992） 1992）。 
63 頁 1 行 第 1 に、法律行為に基づく
法律効果が、発生 
第 1 に、法律効果が発生 
63 頁 2 行 法律事実が法律行為 法律事実が、法律行為 
65 頁 11 行 本章では ここでは 
65 頁（注 58）1 行 である である。 
67 頁（注 62）1 行 よるとは、 よると、 
71 頁（注 81）2 行 代表的に 代表的なものとして 




73 頁 2 行 韓国民法は 韓国民法においては 
73 頁（注 92）1 行 Stüner Stürner 
74 頁 5 行 甲 乙 
74 頁 7 行 甲 乙 
75 頁 2 行 審議 議論 
75 頁 4 行 の議論の際に の際に 
75 頁（注 96）4 行 廃案された 廃案となった 
76 頁 3 行 差 相違 
76 頁 17 行 類似 類推 
76 頁（注 103）2 行 にある 52 脚注 にある脚注 52 
78 頁 9 行 装置 措置 
78 頁 10 行 である（一種の安全装置と
もいえよう）。 
である。 
79 頁 6 行 財産法 債権関係 
79 頁（注 119）2 行 結論付けである 結論である 
79 頁（注 120）3 行 を参。 を参照。 
80 頁 3 行 される する 
83 頁（注 2）3 行 本論文 本章 
84 頁 7 行 本論文 本章 
84 頁 9 行 本論文 本章 
84 頁 17 行 本論文 本章 
85 頁（注 6）1 行 本論文 本章 
 11 
86 頁 23 行 給与 給付 
86 頁（注 9）1 行 給与） 給付） 
86 頁（注 9）1 行 給与し 給付し 
88 頁 8 行 186 条は 186 条が 
88 頁 9 行 物権変動は、公示 物権変動は公示 
95 頁 14 行 支給 支払 
95 頁 16 行 支給 支払 




96 頁 9 行  （冒頭を 1 文字空ける） 
99 頁 11 行 目的物かまたは 目的物または 
100 頁（注 59）1 行 判例 事案 
101 頁 9 行 時、すでに、当該 時すでに当該 
101 頁 16 行 次のような者もの 次のようなもの 
105 頁（注 75）1 行 104 頁、 104 頁。 
105 頁（注 76）1 行 第一譲受人は、国 第一譲受人は国 
106 頁 12 行 本章では ここでは 
107 頁（注 79）8 行 成分堂 成文堂 
108 頁（注 81）4 行 すべきである」最判 すべきである」とする最
判 
108 頁（注 81）4 行 、かつ、 、および、 
108 頁（注 81）8 行 すべきである」最判 すべきである」とする最
判 
109 頁（注 86）2 行 ここで、「柚木博士」は、 ここで、柚木博士は、 
111 頁（注 91）4 行 公理 法理 
111 頁（注 93）1 行 前傾 前掲 
112 頁 1 行 脅迫 強迫 
113 頁 12 行 直接あたる判例は 直接該当するものは 
115 頁（注 102）1 行 ポイントとして ポイントは 
116 頁（注 104）21 行 異なることは 異なっており、 
118 頁（注 112）1 行 107 108 
119 頁（注 113）2 行 するためには するには 
121 頁 3 行 紙面 紙幅 
127 頁 7 行 窮迫、脅迫等 窮迫等 
129 頁 3 行 まず、 本論文においては、ま
 12 
ず、 
129 頁 13 行 結びに代えて、ここまで ここまで 
130 頁 1 行 してきた。最後に、本章の
内容をまとめておく。 
してきた。 




131 頁 11 行 以上の判例 判例 
131 頁 19 行 窮迫、脅迫等 窮迫等 
132 頁 17 行 1. 不動産 不動産 
132 頁 24 行 2. 1960 1960 
133 頁 11 行 3. 民法 民法 
133 頁 15 行 ないかと。 ないかと思われる。 
133 頁 17 行 1. ここまで ここまで 
134 頁 16 行 2. 本論文 本論文 
134 頁 23 行 3. 「1.」でも少し言及した
が、ドイツ 
また、ドイツ 
134 頁 26 行 メイン 主 






135 頁（注 6）1 行 予期 予想 





136 頁 14 行 －立教 －」立教 
136 頁 16 行 －立教 －」立教 
137 頁 14 行 」）早稲田 」早稲田 
137 頁 19 行 成分堂 成文堂 
137 頁 22 行 大場 マンフレート・ヴォルフ
＝マリーナ・ヴェレンホ
ーファー著・大場 






140 頁 13 行 、 ・ 
144 頁 10 行 2019・5） 2019） 
144 頁 17 行 （1996）9 頁 9 頁（1996） 
146 頁 5 行 Stüner Stürner 
146 頁 17 行 Karl Carl 
147 頁 21 行以下  〔日本の裁判例〕中の各
裁判例末尾の句点を全
てトル 
148 頁 17 行以下  〔韓国の裁判例〕中の各
裁判例末尾の句点を全
てトル 
以上 
